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連結注記表 
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 (1)連結の範囲に関する事項 

  ① 連結子会社の数 ４社 

   連結子会社は下記のとおりであります。 

    ＴＫサポート株式会社 

    株式会社トットメイト  

    TOKAI DYEING CO.,(THAILAND) LTD. 

    P.T. TOKAI TEXPRINT INDONESIA  

  ② 主要な非連結子会社の名称 

    株式会社デッサン・ジュン 

    （連結の範囲から除いた理由） 

      非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしてないため、連

結の範囲から除いております。 

 (2)持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法適用の非連結子会社又は関連会社数 －社 

  ② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

    TEXTRACING CO.,LTD. 

    （持分法を適用しない理由） 

      持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除いております。 

 (3)連結子会社の事業年度等に関する事項 

   TOKAI DYEING CO.,(THAILAND) LTD.､P.T. TOKAI TEXPRINT INDONESIA については、

2019 年 12 月末決算日の財務諸表を使用しております。 

また、各々の決算日から連結決算日までの間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を

行っております。 

 (4)会計処理基準に関する事項 

  (a)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 
時価のあるもの ・・ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・ 移動平均法による原価法 

   ②デリバティブ取引の評価基準・・時価法
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   ③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
商   品 ・・・・ 個別法 
製   品 ・・・・ 移動平均法 
仕 掛 品 ・・・・ 加工仕掛品については売価還元法 
  その他の仕掛品については移動平均法 
原材料・貯蔵品 ・・ 移動平均法 

  (b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物及び構築物     ７年～50 年 

      機械装置及び運搬具   ４年～15 年 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

     なお、当社及び国内連結子会社は、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

   ③リース資産 

     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  (c) 重要な引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。また、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込

額を計上しております。 

   ②賞与引当金 

     当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

   ③役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えて、国内連結子会社は内規に基づく連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

  (d) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外連結子会社の資産・負債及び収益・費用は、在外連結子会

社の決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

及び非支配株主持分に含めております。 
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  (e) 重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

     繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特

例処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     変動金利の借入金、外貨建予定取引を対象として、金利スワップ、為替予約を利用しており

ます。 

   ③ヘッジ方針 

     事業活動に伴い発生する金利変動リスク及び為替変動リスクを低減させることを目的とする

場合にのみデリバティブ取引を利用しております。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

    「金融商品会計に関する実務指針」に基づき有効性の評価を行っております。 

  (f) 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

  (g) 連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

 (5)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

    （退職給付に係る負債の計上基準） 

      退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

      過去勤務費用は、発生年度に一括償却しております。 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（9年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から定額法により費用処

理しております。 

      未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包

括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

      また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
   ①担保に供している資産  

    有形固定資産 110,037 千円

   ②担保に係る債務 
    仕入債務等 31,140 千円

 (2) 有形固定資産の減価償却累計額 18,713,634 千円

    減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
 (3) 保証債務  Ｌ／Ｃ連帯保証等 100,000 千円

 (4) 圧縮記帳 

   有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、492,302 千円であります。 
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３．連結損益計算書に関する注記 

  減損損失に関する注記 

 減損損失を認識した資産または資産グループの概要 

用途 種類 場所 
減損損失 
（千円） 

事業用資産 
建物及び構築物、機械装置及び運搬具等 岐阜県羽島市小熊町 650,128

土地 福井県三方郡美浜町 42,490

遊休資産 機械装置及び運搬具 岐阜県羽島市小熊町 20,190

 

    当社グループは資産を事業用資産、共用資産及び遊休資産に分類し、事業用資産については独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を、遊休資産についてはそれぞれの個別物件をグル

ーピングの最小単位として減損の兆候を判定しております。 

    上記資産グループの資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価額等を基準に評価しております。 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
当連結会計年度期首

（千株） 
増加株式数 
（千株） 

減少株式数 
（千株） 

当連結会計年度末

（千株） 
（発行済株式） 

普通株式 
3,614 － － 3,614

（自 己 株 式） 
普通株式 

278 87 － 366

 （注）自己株式の株式数の増加 87 千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 87 千株、

単元未満株式の買取りによる増加 0千株であります。 

 

 (2) 剰余金の配当に関する事項 

  ①配当金の支払   

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
１株当たりの

配当額 
基準日 効力発生日 

2019 年 5 月 9 日 

取締役会 
普通株式 150,093 千円 45 円

2019 年 

3 月 31 日 

2019 年 

6 月 28 日 

 

  ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度になるもの 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
配当の

原資 
1 株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

2020 年 5 月 8日 

取締役会 
普通株式 64,959 千円

利益 

剰余金
20 円

2020 年 

3 月 31 日 

2020 年 

6 月 29 日 
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５．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

    当社グループは、主に染色加工事業において、品質改善や生産効率の向上を目的に繊維加工設

備の更新や拡充を進めており、それに伴う設備投資について、必要な資金（主に銀行借入）を調

達しております。また、短期及び長期運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ

ブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

  ②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制 

    営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制としております。投資有価証券は主に取

引先銀行及び企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、全て 1年以内の支払期日でありま

す。短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として 5年以内）は主

に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていま

すが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化

を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用

しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。また、デリバティブの利用に

あたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。 

 営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資

金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 
   （単位：千円）

  
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金及び預金    2,473,558 2,473,558 －

(2) 受取手形及び売掛金    2,952,434  

貸倒引当金 △17,688  

差引 2,934,746 2,934,746 －

(3) 投資有価証券   

その他有価証券  1,523,603 1,523,603 －

資産計 6,931,908 6,931,908 －

(4) 支払手形及び買掛金  954,577 954,577 －

(5) 電子記録債務 664,492 664,492 －

(6) 短期借入金  400,000 400,000 －

(7) 設備関係電子記録債務  212,372 212,372 －

(8) 長期借入金  1,800,000 1,799,739 △260

負債計  4,031,443 4,031,182 △260

  （注）１．連結貸借対照表上の 1年内返済予定長期借入金 615,000 千円は長期借入金に含まれてお

り、短期借入金より除いております。 
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２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

       (1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

         これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

       (3) 投資有価証券 

         これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については以下のとおりです。 

        ①売買目的有価証券 

          該当事項はありません。 

        ②満期保有目的の債券で時価のあるもの 

          該当事項はありません。 

 ③その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：千円）

  種   類 取 得 原 価
連結貸借対照表 

計上額 
差   額 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

 

 (1) 株式 689,269 1,387,838 698,568

 (2) 債券  

① 国債・地方債 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

 (3) その他 － － －

小計 689,269 1,387,838 698,568

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の  

 (1) 株式 134,620 105,825 △28,795

 (2) 債券  

① 国債・地方債 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

 (3) その他 29,999 29,940 △59

小計 164,620 135,765 △28,855

合  計 853,889 1,523,603 669,713

       (4) 支払手形及び買掛金、(5) 電子記録債務、(6) 短期借入金、(7) 設備関係電子記録債務 

         これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

       (8) 長期借入金 

         長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算出する方法によっております。変動金利による長期借

入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体とし

て処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見

積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

     ３．非上場株式（連結貸借対照表計上額 15,318 千円）並びに子会社株式及び関連会社株式

（連結貸借対照表計上額 15,816 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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６．賃貸等不動産に関する注記 

 (1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用の住宅、保養施設、店舗

（土地を含む。）、遊休資産等を有しております。2020 年 3 月期における当該賃貸等不動産に

関する賃貸損益は 60,988 千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であり

ます。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のと

おりであります。 

 

 (2) 賃貸等不動産時価等に関する事項  

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価当連結会計年度 

期首残高 
当連結会計年度 

増減額 
当連結会計年度 

末残高 
1,208,103 千円  △33,509 千円 1,174,594 千円 1,374,197 千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

   ２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額、その他の物件については第三者からの取得時や直近の評価時点から、一

定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない

場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。 

   

７．１株当たり情報に関する注記 

 (1)１株当たり純資産額 1,896 円 36 銭

 (2)１株当たり当期純損失 168 円 52 銭

 

８．追加情報 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、当連結会計年度において染色加工事業の受注活動な

どに大きな影響を受けております。 

本感染症の拡大は経済活動に大きな影響を与えており、先行きが不透明な状況が続くものと考

えられます。当社グループは本感染症の影響を 2021 年３月期の第３四半期以降緩やかに収束す

るものと仮定して、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行

っております。 
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社及び関連会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 
    その他有価証券  

    時価のあるもの ・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの ・・・・・・・ 移動平均法による原価法 
  ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
     商   品 ・・・・・・・・ 個別法 
     製   品 ・・・・・・・・ 移動平均法 
     仕 掛 品 ・・・・・・・・ 加工仕掛品については売価還元法 
  その他の仕掛品については移動平均法 
     原材料・貯蔵品・・・・・・ 移動平均法 
 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

  ③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 (3) 引当金の計上基準 

  ①貸 倒 引 当 金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ②賞 与 引 当 金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、過去勤務債務につい

ては、発生年度に一括償却しております。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）による按分額を、それぞれ発生の翌事業年

度より定額法により費用処理しております。 
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 (4) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    変動金利の借入金、外貨建予定取引を対象として、金利スワップ、為替予約を利用しておりま

す。 

  ③ヘッジ方針 

    事業活動に伴い発生する金利変動リスク及び為替変動リスクを低減させることを目的とする場

合にのみデリバティブ取引を利用しております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、有効性の評価をしております。 

 (5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

   外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

   連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

   退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 14,440,278 千円

   減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
 (2) 保証債務  銀行借入保証等 100,000 千円

 (3) 関係会社に対する短期金銭債権 84,701 千円

    関係会社に対する長期金銭債権 3,000 千円

    関係会社に対する短期金銭債務 161,275 千円

 (4) 圧縮記帳 

   有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、455,744 千円であります。 

 

３．損益計算書に関する注記 

  関係会社に対する売上高 393,978 千円

  関係会社からの仕入高 733,846 千円

  関係会社との営業取引以外の取引高 118,717 千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の種類および株式数に関する事項  

株式の種類 
当事業年度期首 
株式数（千株） 

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末 
株式数（千株） 

自己株式   

普通株式 278 87 － 366 

合 計 278 87 － 366 

（注）自己株式の株式数の増加 87 千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 87 千株、単

元未満株式の買取りによる増加 0千株であります。 

 

５．税効果会計に関する注記 

  (1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産）   

  投資有価証券評価損否認額 53,005 千円

  その他有価証券評価差額金 99,039 千円

  関係会社株式評価損否認額 250,393 千円

  退職給付引当金 214,062 千円

  未払役員退職慰労金 70,936 千円

  賞与引当金  16,190 千円

  資産除去債務 13,440 千円

  減価償却超過額 183,199 千円

  ゴルフ会員権評価損 35,227 千円

  繰越欠損金 131,368 千円

  その他 100,655 千円

  繰延税金資産小計 1,167,520 千円

  評価性引当額 △1,117,480 千円

  繰延税金資産合計 50,040 千円

  
（繰延税金負債） 
  資産除去債務 △4,745 千円

  その他有価証券評価差額金 △204,932 千円

  繰延税金負債合計 △209,678 千円

  繰延税金負債の純額 △159,638 千円

 

６．１株当たり情報に関する注記 

 (1)  １株当たり純資産額 2,091 円 12 銭

 (2)  １株当たり当期純損失 187 円 01 銭

 

７．追加情報 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、当事業年度において染色加工事業の受注活動などに

大きな影響を受けております。 

本感染症の拡大は経済活動に大きな影響を与えており、先行きが不透明な状況が続くものと考

えられます。当社は本感染症の影響を 2021 年３月期の第３四半期以降緩やかに収束するものと

仮定して、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っており

ます。 
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